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不足払い制度下における乳業独占資本の再生産=

蓄積形態に関する若干の考察

飯沢理一郎
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はじめに

本稿の課題は，不足払い制度(I加工原料乳生産者補給金等暫定措置法J)

下における乳業独占資本の再生産=蓄積形態の若干の特徴を析出することに

ある。

不足払い制度は，今年で17年目を迎えている。この間，生乳生産は地域間・

階層間の激烈な分化・分解を含みつつも，ともかく 2倍余に増え，昭和50年

代に入って生産者団体による「生産調整」が実施されざるをえない程に深刻

な「過剰」局面を現出せしめてきている。この「過剰」局面の現出は単に圏内生

産の増大の結果だけによるものでは決してなく，制度自体の不可欠の一貫と

して組込まれた乳製品輸入の急増に負うところ大な乙とは言うまでもない。

こうした中にあって，最近，雪印乳業による受乳拒否・制限1)や経団連・

1 ) この悶の事情は小林道彦「北海道酪農の現状と今後の課題m畜産の研究j第34巻9号)
に詳しし、。
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農政問題懇談会中間報告「食品工業と食糧の安定供給をめぐる問題点J(昭

和55年 7月)などに典型的にみられるように，乳業独占資本による不足払い

制度に対する攻撃が表面化してきている。

ところで，不足払い制度に基づく国家の市場介入によって，それまでの乳

業資本ー酪農民という基本的対抗関係が表面的に希薄化させられ，ために乳

業資本の動向分析，特にその再生産構造分析に対する関心が弱化せしめられ

てきたことは否め伝い事実である2)。しかしながら，乳業資本，わけでも相

当の市場占有率をもっ乳業独占資本の動向，その再生産構造の把握なくして，

今日の牛乳・乳製品市場の十全な理解，又，先述の乳業独占による不足払い

制度に対する攻撃の背景，更には中小乳業や農協系乳業などの全体関連の中

での位置づけなどの把握はありえない，と言えよう。

そこで本稿では，その第一次作業として，乳業独占資本一具体的には雪印

乳業(胤明治乳業(胤森永乳業(械の 3社，以下各々，雪印，明治，森永と略

すーを取り上げ，その財務諸表の検討を中心として，再生産=蓄積の若干の

特徴を明らかにしていくこととしたい。以下，まず不足払い下における市場

構造の変化，乳業資本の再編成の問題を乳業独占資本の競争条件と関連する

限りで整理し，続いて各社の財務諸表を再生産=蓄積基盤の問題に着目しつ

つ分析していく。財務諸表の分析に当つては，各資本聞にみられる差異は余

程のものでない限り問題とせず，むしろその共通点を問題にしていくことと

する。

1.不足払い下における市場構造の転換，

乳業資本の再編成と競争条件の変化

1.不足払い制度の特徴と政策意図

まず不足払い制度の特徴，施行の背景，狙いについて，以降の論述に必要

な限り簡単に触れておこう。

2) 不足払い期を検討対象としたものの中で，山田定市 IT牛乳過剰」と乳業資本J(近藤
康男代表編集『日本農業年報XIX農産物過剰J).鈴木敏正「不足払制度下における「酪
農危機」の生成メカニズムについてJ(r農業経済研究J第48巻3号)は乳業資本の動
向に触れているが，それは「過剰」問題の理解に関わるかぎりであり，乳業資本それ

自体の再生産=運動の特徴を把握したものではない。
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不足払い制度下における乳業独占資本の再生産

不足払い法は「畜産物の価格安定等に関する法律J(昭和36年制定)を引

継ぎ，そこでの政策意図をより体系化，総合化したものとして40年 5月に制

定され，翌日年4月より施行された。同法の骨子はその第一条に掲げる知く，

第一に原料乳に対する不足払い措置，第二に畜産振興事業団による乳製品の

買入・売渡措置，第三に乳製品輸入の事業団一元化措置より成るが，その制

度の特徴として次の三点を指摘することができる。

その第一は，同法の対象を原料乳・乳製品に限定することによって，牛乳・

乳製品市場を原料乳・乳製品市場と飲用乳市場とに価格的・量的に分断した

ことである。この分断によって，用途別乳価制が固定化されるとともに，原

料乳の限度数量との関連で新たに「余乳」市場とも言うべきものを発現せし

める素地も作られた3)。

第二は，乳製品輸入が制度自体の構造的一環として組込まれたことである o

原料乳の保障価格と基準取引価格との差額は，都道府県単位の生乳受託販売

組織を通じて，畜産振興事業団から生乳生産者に支払われる。その差額支払

財源として国庫支出金とともに，畜産振興事業団の乳製品輸入差益金が重要

な位置を与えられているのである。

第三に，事実上，乳製品の最低価格ラインを示す安定指標価格の中に乳業

独占資本基準の利潤が織込まれ，乳業独占資本の利潤を制度的に保障してい

る4)反面，全国一率の諸価格の設定により酪農と乳業の「合理化J，その分化，

分解を押進めるものとなっていることである。

不足払い制度の実施は一面で，それを契機に酪農の収益条件を少なくとも

それまでよりは好転させ，その後の生乳生産増大のー要因を成してきた。し

かし，その基本が， r高度経済成長」と貿易・資本の自由化=r開放経済体制J
とに対応させて，乳業と酪農の再編成， r合理化」を推進するところにあっ
たことは疑いない。我国は38年から39年にかけて， GATT 11条国， IMF 8 

条固に移行し，又OECDに加盟した。こうした中にあって，我国の生乳生

3) このことは震近の事態によって明らかである。参考までに55年度の数値をあげておく

と，限度数量193万トン，認定数量201万トンとなっている。あわせて，宮原幸則 f戦
後農政と農業法J(農林統計協会)51 P参照。

4) 基準取引価格の算出式はp="i./(P'-M-j¥ゐ-CH-uXWjとなっている。ただ
しp:基準取引価格，戸安定指標価格.Mj:卸売業者マージン.M2:製造業者利潤，

C:製造販売経費， u:単位当り製造必要乳量.W:生乳換算量ウェイトである。
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産が全体として飲用乳生産に純化するまで，つまり乳製品の輸入依存体制が

乳業資本の側で確立するまで，乳業資本，特に乳業独占資本の原料調達基盤

として原料乳生産を維持・保全しておくために作られたのが，この不足払い

制度なのである5)。法の言う暫定とはこうした合意なのであり，その意味で

は国独資的市場編制の現段階での一つの典型的形態6)と言うことができよ

つ。

2.牛乳・乳製品市場の構成的変化と競争条件

不足払い制度下17年の聞に，我国の牛乳・乳製品市場は大きく変化してき

た。

その第ーは，原料乳供給構造の質的変化である。この間，酪農において地

域間，階層聞の分化・分解の急進行してきたことは周知のことであるが，こ

うした過程を通じて副業的・複合的生産者層の比重は決定的に後退し，生乳

供給の中心が専業的生産者層に移ってきた7)。昭和40年に戸数で63%，頭数

で47%を占めていた 4頭以下飼養層は， 56年には各々22%，4 %まで後退し，

代わって20頭以上の専業的飼養層が戸数27%，頭数で64%を占めてきてい

る。また，それと同時に牛舎，サイロ，機械等への投資増大，資本装備の「高

度化Jが進展した点も見落せない。労働時間10時間当りの農業固定資本額は，

42年から54年の聞に全国平均で4，726円から28，205円に，北海道では6，333

円から39，017円へと激増している8)。

こうした多頭飼養，重装備の専業的生産者層は農業近代化政策，特に政策

的金融に支えられつつ形成されてきたこと9)は疑のないところである。そし

5) 三田保正「牛乳市場構造と乳価メカニズムJ(桜井豊・三田保正編 I酪農経済の基本
視角j.農業信用保険協会).山田定市「市場問題と酪農生産者の対応J( r農業経済研究l
第43巻2号).桜井豊『酪農政策論j(農文協)など参照。
6) 千葉燦郎「農産物市場問題の現段階J(r農業総合研究j第24巻 3号)参照。国独資的
市場編制については，さし当り臼井晋「農産物市場・流通の「国家独占資本主義的編制」

についてJ(f新潟大学経済論集J19号)参照。
7) 千葉燦郎「わが国における牛乳・乳製品過剰問題の特質J(r農業総合研究J第35巻 4号)
参照。

8) 農水省「農業経済統計」の酪農単一経営の数値である。なお同統計の酪農単一経営の

基準が52年，それまでの酪農部門販売額60%から80%へと変更されており，厳密な比

較はできないが，資本装備の「高度化」の進んだことは疑いなかろう o

9) さし当り宇佐美繁「規模拡大と制度金融J(r日本の農業861.農政調査委員会)参照。

60 



不足払い制度下における乳業独占資本の再生産

て，そうしたあり方は，今日「過剰J問題， r D層」問題とも関わって， r増
産メカニズム」を字んだ生産構造10) 歪んだ生産構造として問題にされて

いる。しかしそれは，こうした否定的側面だけに止まるものではない。専業

的生産者層の形成は，農民の小商品生産者としての自立化=自家労働力の価

値実現要求の社会的基盤の形成を促進し，乳価要求斗争の発展や農協ミルク

プラントの設立など各地での新しい模索に基盤を与てるものとなっている，

という点は見落せない。

こうしたことと並んで，制度自体に規定されたとは言え，少なくとも原料

乳市場において都道府県単位での一元集荷，多元販売が実現している点も，

原料乳供給構造の重要な変化のーっとしてあげなければならない。

第二は，消費市場での変化である。図 1は牛乳・乳製品の消費動向を示し

(ソ) f 粉ミルク(9 ) 

300 
チーズ(9 )，ノ
¥/ 

/'  \ーー~ 牛乳(JOOcc) /_、
/ ./、k t-rtdf 

/一ー--.-.1.→，，:.---¥掴 /戸F

/ ，，-/'-弓δ<、¥
fJ J// 〆-/¥ー
/' i 、 ノヲー (g)-.-、、
./，'  /l 

/，/  ./ /加工向一人当消費量 (kg)
/ 

~' 

h 、

a ，.巴‘".、.. 
(
切
)
ぬ

400 

200 25 

100 

20 

昭35 40 45 50 55(年度)

図-1 牛乳・乳製品の消費動向(年1人当り)

注)総理府『家計調査年報J，農水省『食料需給表jより作成。

10)三田保正「牛乳・乳製品J(湯沢誠・三島徳三編『農畜産物市場の統計的分析J，農林
統計協会)，梶井功「牛乳需給の構造問題J(梶井功編 f農産物過剰J.明文書房)な
どを参照。
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たものであるが.40年代中葉まで増加してきた乳製品の家計での購入数量は

以降停頓し，粉ミルクは48年，バターは50年を機に顕著に減少している。チー

ズ，牛乳は40年代中葉の停滞ののち増大に転じているが，総じて家計での牛

乳・乳製品の直接購入量の伸びは鈍化しており.50年代に入って急増してい

る加工向一人当り消費量との閣の開差は急速に拡大している，とみられるの

である。このことは，明らかに二次加工品や外食形態での消費が増大してき

ていることを示している。資料的裏付けにいささか乏しいが，次のことはそ

の一つの傍証となろう。小野寺義幸氏の50年産業連関表の分析11)によれば，

乳製品生産額の50%が他部門需要(飲用乳製造13.1%.製菓12.1%.飲食

居7.3%.化学・薬品3.6%.製パン2.1%など)となっていた。ところが，

農水省畜産局調べの54年度の数値では乳製品生産量の25%が家庭用.75% 

が業務用となっている。一方は金額，他方は数量と直接比較するわけにはい

かないが，先の家計調査の結果と関連させて考えれば，この数値は明らかに

上述のことを示唆している，と言えよう。又，飲用乳小売段階での宅配率の

低下の中で，牛乳専売白取扱比率が急速に低下し，代わって量販屈取扱比率

が急上昇している点も，最近の消

費市場部面での大きな変化のーと

して数えなければならない12)。

ところで，これらの二次加工部

門や外食産業，小売段階では独占

支配が急速に進行してきており，

それだけに乳業資本の製品販売過

程での競争関係が一段と激化せし

められてきていることは疑いのな

いところであろう。

第三は，乳製品輸入の急増とそ

の性格変化である。乳製品の輸入

300ト
ン

トf200
/ 

80 

70中。

60 

50 

40 

30 

輸入乳製品の

生乳換算量//て

X、ifr日工向
4国内生産量

/¥/¥川ココア調整品

~j~o::5) 乳糖20 

叶，~:.:::之乙;三三に1r油
昭35 40 45 50 55 (年)

図-2 乳製品輸入量の推移(生手L換算)
注)大蔵省『貿易月報j.農水省『牛乳・

乳製品に関する統計jより作成。

11)小野寺義幸 Iアグリピジネス産業連関表j(農業総合研究所)。
12)中央酪農会議『酪農関係統計資料』によれば，牛乳取扱の割合は48年から54年の聞に，

専売屈は79%から45%へ低下し，スーパ一等の大規模庖は 4%から40%へ急増してい

る。
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は55年に生乳換算で247万トンを超し，同年の加工向圏内生産量を上回る(図

2 )。飼料需給安定法に基づいて輸入され，国産乳製品との直接的競合のな

いとみられる飼料用脱脂粉乳を除いても194万トンに達し，加工向圏内生産

量の83%にも相当している。しかも，この輸入の性格が40年代までの不足分

輸入というものから， r過剰」が深刻化しているにも拘わらず輸入が増える
というものへと変化してきている点，重視されなければならない。

こうした輸入増を担っているのは，ナチュラルチーズとココア調整品，食

用調整油などの「偽装乳製品」である。なかでも40年代後半以降のココア調

整品， 50年代に入つての食用調整油の急増は注目される。これら二品目は工

業原料用として，乳糖やカゼインとともに輸入自由化品目とされているが，

ココア調整品は全粉乳90%，ココア10%，食用調整油はバター70%，マーガ

リン30%の混合物であり，直接，菓子などの代替原料として使われている。

それだけ国産乳製品の市場を狭めているわけであるが，これと関連して指

摘しなければならないのは，最近，それらの無視しえない部分が商社一製菓

資本などのjレートで直接輸入されてい(万人)1
(億円)1

るとみられることである。筆者の推 151 - fJO  

計川こよれば， 47年ごろまで，乳製品 1---./製造品出時ぷ l20 

l 、 値額害Ij合 / 
の輸入量(学校給食用，飼料用脱脂粉 l 

乳除く)と乳業独占 3社の推定輸入原 10 

料使用量はほぼ等しかった。ところが，

この関係は以降大きく変化し， 55年に

は生乳換算輸入量194万トンに対し，

3社の推定輸入原料使用量は105万ト

ンに止まっている。実に， 90万トン近

くが3社以外で使われているわけであ

一事業所当り f 
出荷額(億円)ヴ

1 
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、 Î\，~/~ム

~.....-一
，" 

f 
t ， 

¥/従業者数

¥(万人)

〆 事業所数¥」ーーーl
千戸)

(千戸)

る。このことは，次項で述べる乳製品， 昭~ w ~ ~ ~(年)

特にチーズでの資本金階層別事業所の 図ー3 乳製品製造業の推移
注)① 通産省『工業統計表j

出荷額構成とも関連するが，乳業独占 ② 35年は 3人以下の事業所の数字は

含まれない。

13)推計方法は以下の通り。各社生産実積の生乳換算量一原料乳入手量=輸入量。生乳換

算の際，粉乳については，脱脂粉乳の換算率6.77，煉乳については全脂無糖煉乳の

2.41を用いた。
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表-1 経営形態別・

事業所数 製造品出荷額(億円) れん乳・粉乳(i意円)

B1l40年 M 40 54 40 M 

Z口λ 百十 1，634 1，066 3，014 (100) 16，612 1∞) 578 (1∞) 2，161(1∞) 

- 1ω万円未満 127 28 28( 0.9) x O( 0.0) 

l∞-2∞"  161 68 56( 1. 9) 112 ( 0.7) Z 

d耳h 2∞-5∞ " 139 95 91( 3.0) 198( 1. 2) 1 ( 0.2) x 

5∞-10ω " 84 97 90( 3.0) 247( 1.5) 6( 1.0) z 

10ω-50ω " 127 199 317(10.5) 2， 056 (12. 4) 16( 2.8) 97( 4.1) 

50∞万円-1億円未満 31 64 138( 4.θ 1.352( 8.1) 18( 3.2) 73( 3.4) 

1-1O{!円未満 55 99 280( 9.3) 2.855 (17.2) 44( 7.5) 問(川

社 10 -100億" 162 84 x 479(82.8) 1，219 (56. 4) 

l∞億円以上 2 50 2， 788 (16. 8) 630 (29.1) 

it 898 754 2，788 (92.5) 15，223(91.6) 564(97.6) 2，118 (98. 0) 

{国 人 593 1臼 56 ( 1. 9) 86( 0.5) l( 0.2) x 

組合 その他 197 149 171 ( 5.7) 1，304( 7.8) 13( 2.3) x 

注) ①通産省『工業統計表jより作成。

②ーは該当数値なし，xは申告者の秘密がもれるおそれがあるため秘匿したも

にとっての競争条件という面で見逃すことはできない。

3.事L業資本の再編成と競争条件

続いて，不足払い期における乳業資本の再編成過程を検討し，その中で乳

業独占資本の競争条件がいかような変容を被りつつあるのかについて考えて

いくこととしよう。

まず，この聞の乳業資本の再編成過程を『工業統計表Jによりつつ概観す

れば，乳製品製造業の事業所数は昭和42年の2，331をピークに以降急減し，

55年には1，128と，実にこの間過半を超す事業所が減少している。これに対

し，一事業所当りの製造品出荷額は40年の1.5億円から55年には15.2億円へ

と10倍以上に急増しており，工場の再編，大規模化が急麗したことを示して

いる(図 3参照)。

表lは経営形態別・資本金階層別の事業所数，製造品出荷額を40年と54年
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資本金階層別構成

パずー〈億円) パヲー(億円} 処理牛乳(億円) その他の乳製品

40 M 40 54 40 54 40 54 

245(JOO) 784 (1∞) 110(1∞) 似4(1∞) 1.292 (1∞) 6.731 (J∞) 656(1∞) 5.736 (l∞) 

z 5( 0.4) 19( 0.3) 12 ( 1.8) 19( 0.3) 

O( 0.0) Z 23( 1. 8) 74 ( 1. 1) 29( 4.5) 30( 0.6) 

O( 0.0) Z Z 4I( 3.1) 93( 1.4) 38( 5.8) 89 ( 1. 6) 

。(0.2) Z 34( 2.7) 123( 1.8) 38( 5.8) 100( 1.9) 

8( 3.1) 34( 4.3) O( 0.2) 18( 2.8) 152(11.8) 767(11.4) 124 (18. 9) 919(17.1) 

5( 2.0) 9 ( 1. 2) 22( 3.5) 73( 5.6) 543( 8.1) 32( 4.9) 610(11.3) I 

12( 4.7) 38( 4.8) 12 (11. 0) 208(32.3) 119( 9.2) 1.334 (19. 8) 89(13.6) 1. 132 (21. 0) 

215(87.5) 342(43.7) 96 (87. 7) 99(15.4) 676(52.2) 1.705 (25. 3) 242(36.8) 1.918 (35. 7) 

ー 333(42.5) 1 ( 1.0) 282(43.7) 1.031 (15.3) 2( 0.3) 349( 6.5) 

239 (97. 5) 759(96.8) 110(99.9) z 1.124 (86. 8) 5.689 (84. 5) 606(92.4) 5.164 (96.1) 

。(0.0) x 53( 4.1) 63( 0.9) 35( 5.4) 20( 0.4) 

6( 2.4) z 。(0.1) z 118( 9.1) 979 (14. 5) 15( 2.3) 192( 3.6) 

のである。

の対比でみたものである。事業所数，製造品出荷額割合とも，資本金500万

円未満の会社及び個人経営で落ち込みが著しく，又， 10億円以上の会社でも

事業所数が減少し，出荷額割合も 9%程低下している。これに対し， 1， 000 

万円-10億円未満の会社では両者とも顕著に伸長し，組合・その他経営でも

事業所数こそ減少しているものの，出荷額割合は着実に伸びている。

次に，出荷額割合構成の変化を主要乳製品別でみてみよう。資本金10億円

以上の会社の出荷額シェアは，煉・粉乳，バターでほほ苦同一水準を維持し，

その他の乳製品で 5%程上昇している反面，チーズでは89.7%から59.1%

へ，処理牛乳では52.2%から40.6%へと大きく低下している。これに対し，

処理牛乳では組合・その他及び資本金5，000万円-10億円未満の会社での伸

長が，チーズでは 1-10億円未満の会社での伸長が著しい。

こうした動向を乳業独占3社と関連させてみると，まず乳業独占 3社は40
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年， 54年とも資本金10億円以上の会社にランクされ，又，そのチーズ製造の

合弁子会社， MKチーズは10億円，明治ボーデンは3.6億円となっている。

MKチーズを入れても資本金10億円以上の会社のチーズ出荷額のシェアは低

下しているわけである。明治ボーデンの出荷額は明確ではないが，明治乳業

の有価証券報告から推計すると54年度で66億円程度とみられ，それを含めて

も3社の属する10億円以上の会社のシェアは70%を割り，その低下は否定で

きない。更に， 10億円以上にランクされる事業所の全てが 3社には属さな

い14)ことを考えれば，チーズでのシェアの一層の低下は言うに及ばず，そ

の他の乳製品でもシェアの落込みのあったことは明らかであろう。このこと

を裏付けるように，乳業独占3社の市場占有率は市乳，煉・粉乳で40年代後

半以降，バター，チーズで50年代に入って明らかに低下してきている(図4

参照)。こうした乳業独占資本の出荷額シェアの低下は，一方では最近の農

協系乳業15)などの伸長，他方では前項でみた乳製品輸入量と乳業独占 3社

の推定輸入原料使用量との聞のギャップの拡大と関連すること，言うまでも

ない。

このように，この間の乳業資本の再編成は，一方的な中小・零細層の大量

の脱落によるとだけ言うわけにはいかない。小・零細層の大量脱落，大規模

層の相対的停滞の反面，中規模層の顕著な伸長を特徴としているのである。

こうした中規模層の伸長は，一面では乳業独占によるそれらの支配と包摂を

重要な要因としているとは言え，そればかりでは律しきれない。牛乳・乳製

品の商品的特性やその市場構造の特徴に規定づけられて，農協系や他部門資

本の牛乳・乳製品製造への参入も，その重要な要因となっているのである。

こうした中で，確かに未だ乳業独占 3社の市場占有率は高く，その市場支

配ほ貫徹されているとは言え，他面でその競争関係は拡大化，激烈化してお

り，漸次，その支配構造が弛緩しつつあるのではないか，と考えられるので

ある。

14)例えばチーズ製造の丸大食品 (39.6億円).伊藤ハム栄養食品 (81.9億円).乳飲料製

造のカルピス食品工業 (31.5億円)などがあげられる。

15)飲用乳部門での農協系のシェアは50年の20.3%から53年には26.5%へと高まってきて

いる。これと関連して，全国農協乳業プラント協議会 (46年 6月).全国農協牛乳直

販附 (47年 2月)の結成，設立も注目しなければならない。
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n.乳業独占資本の再生産=蓄積形態の特徴
これまで，乳業独占資本をとりまく競争条件の変容について検討してきた

が，本節での課題はそうした中にあって，乳業独占資本の再生産=蓄積はい

かように進展し，又，その特徴は何かについて検討していくことである。

1.生産及び販売額構成の変化

乳業独占 3社の市場占有率が最近，著しく低下してきている点は既に触れ

たところであるが，ここでその絶対水準，生乳集荷量及び製品生産量の推移

を図 4によりつつ検討しよう。

まず集乳量では昭和40年代中頃まで急増したのち，以降減少に転じ， 50年

代に入って再び増加する。しかし，その増加も53年までで，以降再び大幅な

減少を描き56年度には297万トンと40年代中葉水準まで後退している。その

シェアの方も， 40年代中葉までこそ60%強を保ってきたものの，以降漸次低

下し，今では50%を大きく割るに至っている。こうした集乳量の増減の中で，

一つに40年代後半，既に集乳量が低下していたこと，二つに「生産調整」が

取組まれる程深刻な「過剰」が発現した53年以降，集乳量が連年大幅にダウ

ンしていることは，どうしても注目されなければならない。

次いで乳製品生産量を40年代中葉と54ー56年頃との比較でみると，チー

ズ，バターが増大している以外，煉乳，粉乳では明らかに低下し，市乳もほ

ぼ1，100万石台で停滞している。こうした生産動向が，全体としての国内生

産・消費の減少の中で起きているのではない点，又，膨大な過剰生産設備を

抱える中で起きている点16) 注目しなければならない。しかも，生産の伸

16)設備稼動率を示すと以下の通りである。(単位%，出所は各社『有価証券報告書総覧l

である)。

雪印 明治 森永

40年度 56 40 56 40 56 

煉 手L45.4 65.8 46 22 25.3 22.1 

粉 手し 176.8 204.6 143 91 199.6 96.1 

ノf ター 66.8 61. 5 73 100 170.5 24.6 

チーズ 74.2 51. 9 56 84 154.7 

市 手L82.8 57.4 1ll 82 107.9 70.3 
アイス 36.6 43.8 クリーム
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表-2 販売額構成の変化
(単位:百万円)

40年度 45 50 55 

煉粉乳・バター 21，930 (28.2) 44， 094 (28. 5) 92，156 (25. 0) 98，659 (23. 3) 

雪 チ ズ 7， 504 ( 9.6) 16，395 (10.6) 31， 804 ( 9. 3) 36， 801 ( 8. 7) 

市 手L 26，701 (34.3) 52，367(33.8) 112，818 (32. 8) 137，254 (32. 5) 

そ の {也 21， 791 (28. 0) 41，933(27.0) 112，891 (32. 8) 150，235 (35. 5) 

~p 販売額計 77，926000.0) 154，789(100.0) 422，948(100.0) 422，948 (100. 0) 

f士入商品 6，791 (11.1) 15，399 (12. 3) 51， 286 (18. 4) 63，465 (19. 2) 

煉粉乳・バター 17，451 (27. 9) 28，855 (24. 5) 37，593(17.0) 39，667 (13. 1) : 

明 チ ズ 735 ( 1. 2) 1，353( 1.1) 6，425( 2.9) 11，660 ( 3. 8) 

市 手L 34，734 (55. 5) 64，465 (54. 8) 119，016 (54.1) 

そ の 他 10， 638 (17. 0) 23，03509.5) 56，838 (25. 8) 113，978(37.6) 

ィ台 販売額計 62，558(100.0) 117，727(100.0) 219，871 (100. 0) 302，911 (100.0) 

仕入商品 5，713 (11.5) 11， 666 (12. 1) 37，816 (20.5) s:tliOll. (21.旦
煉粉乳・バター 21， 398 (31. 4) 31，194 (30. 5) 44， 827 (23. 0) 53， 026 (20.1) 

森 チ ズ 626( 0.9) 843( 0.8) 1，933( 1.0) 8，152 ( 3.1) 

市 手し 33，165 (48. 6) 50，620 (49.5) 92，856(47.6) 114，658(43.5) 

その他 13，032 (19.1) 19，593 (19.2) 55，296(28.4) 87，600(33.3) 

販売額計 68，191(100.0) 102，269(100.0) 194，912(100.0) 263，437(100.0) 

|仕入商品 8，889(17.5) 24，669 (25.2) 46，637 (28.6) 75， 466 (35. 1) 

注)① 各社「有価証券報告書」より作成。

② f士入商品欄の( )内は売上原価に対する割合である。

びているチーズの原料のほとんどが，輸入に依存していることを考え合わせ

なければ， 40年代後半以降，乳業独占資本の国内原料基盤からの離脱が着実

に進行しているとみられるのである。

続いて，販売額構成の変化を表 2により検討しよう。販売額は40-55年の

聞に，雪印で5.4倍，明治で4.8倍，森永で3.9倍と顕著に伸びているが，そ

の構成の変化で第一に指摘できることは，市乳部門及び煉・粉乳，パタ一部

門など圏内原料に立脚する部門の構成比の低下である。これら部門の構成比

は40-55年度の聞に，雪印で6.7%，明治で24.9%，森永で16.4%低下して

おり，特に明治，森永での煉・粉乳，パタ一部門の低下は著しい。

第二は， 40年代後半以降のその他部門の急伸長である。その他部門は40-

55年度の聞に，雪印28%→35.5%，明治17%→37.6%，森永19‘1%→33.3%

と各々上昇し，今や 3分の l以上がその他部門の販売によっているのである。
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第三は輸入原料依存のチーズ部門の伸長である。周期間に明治は1.2%→

3.8%へ，森永は0.9%→3.1%へと各々増大させている。雪印のみその構成

比を低めているが，これは輸入原料依存のチーズ製造割合を減少させたから

ではなく，むしろ国内原料依存割合を急速に低下させた結果と解すべきであ

ろう 17)。

販売額構成の以上の変化とともに， 40年代後半以降，売上原価中に占める

仕入商品割合が急上昇している点も見落せない。仕入商品割合は， 40-55年

度の聞に雪印で11.1%→19.3%へ，明治で11.5%→21.9%へ，森永で17.5%

→35.1%へと急上昇している。図 5は各社の生産数量を100としたときの販

売数量指数を示したものである o 仕入商品率の最も高い森永では40年代中葉

以降，いずれの品目でも販売数量が生産数量を恒常的に上回っている。又，

雪印では市乳，アイスクリーム及び50年代に入つてのチーズで同傾向を示

し18) 森永でも最近のチーズ，アイスクリームで生産数量を大きく上回る

販売を実現している。これらの多くが仕入商品によっていると想定されるが，

仕入商品はそうした乳製品にとどまるものではあるまい。販売額構成におけ

% 
①雪印

1901笠

150 

20仕入商品率，
10 
0 

② 明治

アイス

クリーム 40 仕入商品率

;IJv上~
2∞iIo 

ー チーズ1<;{¥

1001_..-，ヘーァ:丸子7FLふ山
W1vwv JV刈品f… -

5λル介貸手LI::附

③森永

昭36 40 45 50 55 37 40 45 50 55 37 40 45 50 55 
(年度年度年度)

図-5 生産数量と販売数量の関差
注)① 各社 I有価証券報告書総覧jより作成。
② 数値は販売数量を生産数量で除したものである。

17)前掲三回「牛乳'乳製品J参照。
18)雪印で煉乳及び40年代中葉までの粉乳の販売数量が生産数量を大巾に下回っている

が，これはアイスクリームや市乳などへの内部転用が相当数あった結果と考えられる。
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るその他部門の伸長と仕入商品割合の急増とが符節している点，及びほぼそ

れらと同時点で定款改訂，事業目的の追加19}が行なわれている点を考え合

わせると，仕入商品は飼料や肥料，医薬品，その他の食料品，酒類など広範

な商品に及んでいること疑いない o

このように，乳業独占資本はこの間，圏内原料基盤からの離脱，経営の多

角化，特に商事部門の拡大を進め，漸次乳業資本としての性格を希薄化させ

つつある，と言うことができょう。

続いて，そうした変化を収益性及び資本構成の変化の検討によって裏付け

なければならない。

2.利益率の変動とその要因

図6は，各社の収益性の指標を示している。

まず，総資本経常利益率からみていくと，昭和40年代初頭を最高に，明治，

森永は段差をもって，雪印では傾向的に低下してきている。特に，明治，森

永では40年代後半以降の落込みが激しく，又，雪印では54年以降の下落が著

しい。こうした総資本経常利益率の変動は各種の要因が複雑に絡み合った結

果として発現するものであるが，ここで注意しておきたいのは，明治，森永

の総資本経常利益率の低落が牛乳・乳製品市場の「過剰」が問題化した時点

にではなく，既に，生乳不足が言われていた40年代後半以降続いているとい

うことである。

総資本利益率は総資本回転率と売上高経常利益率に分解でき，その一方も

しくは双方の変動によって昇降する。

まず総資本回転率をみると，明治，森永では，総資本経常利益率の最低と

なった年当りを転機に回転率は各々， 2.2回→2.6回へ， 1. 9回から2.3回へ

と傾向的に上昇し，総資本の伸びに比べ売上高の伸長の著しかったことを示

す。他方，雪印では49年の2.6回をピークに2.2回台へと傾向的に低下し，

事態が明治，森永とは反対に進展してきたことを示している。こうした差異

は，一方では他2社に比べて雪印は乳製品割合が高く，文仕入商品率が低い

ということ，他方で設備稼動率が極度に低下している，つまり膨大な過剰生

産設備を抱えているということに規定されたもの，と言うことができる。し

19)明治，森永とも46-47年の定款改訂で事業目的に食用油脂，医薬品，化粧品，酒類，

飼料，肥料などの製造，仕入，販売，及び不動産の売買，仲介，賃貸などを加えている。
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かし，いずれにしろ，総資本回転率の

昇降が総資本経常利益率に少なから

ず影響を与えているとは言うものの，

その規定者たりえないことは図から

しでも明らかである。

総資本経常利益率の昇降に対し重

大な影響を与えているのは，売上高

経常利益率であり，それは，総資本

経常利益率に符節を合わせ昇降して

いる。売上高経常利益率の変動は，

(1)製・商品販売価格の昇降， (2)売上

原価率の上下， (3)一般管理・販売費

率の上下， (4)営業外損益の動向によ

って規定される。以下，順次検討し

ていくこととしたい。

(回)

(1)については資料の制約上20) 乳

製品しか検討しえず，いささか不充分
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注)森永『有価証券報告書総覧jより作

成。
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注)農水省『酪農関係資料J， r牛乳・乳製品価格調
査J，各社『有価証券報告書総覧jより作成。

販売価格はほぼ市況の動向と歩調を合わせて上下している。それを直接比較

可能なバターについて，安定指標価格，及び、農水省畜産局調べの大口需要者

向卸売価格と比較してみたのが図 7である。まず，安定指標価格との比較で，

各社の販売価格が100%を割るのは明治・森永44-45年， 49年， 52年以降の

各年，雪印44年， 49年， 51年以降の各年であり，その他はいずれも製造業者

利潤込みの安定指標価格を上回っている。しかもこの下落割合もせいぜい

数%以内であり大幅な下落をみせているわけではない。又，大口需要者向卸

売価格との比較で特徴的なことは 3社の販売価格が市況下落時には下落率

が低く，高騰時にはその率が低いということであり，価格の上下硬直性がみ

られるということである。以上のことは，乳業独占3社が製品差別化等に基

づく相対的高価格を恒常的に維持していることを明らかに示していよう。し

かし，やや細かくなるが， 44-45年の下落時に比べ，最近の下落時において，

20) r有価証券報告書jでは，その他は金額のみ，又，煉乳，粉乳，市乳は一括でしか示
されておらず，直接価格の比較を行なうことは不可能である。
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やや平均的な大口需要者向け価格に近づいている点，注意されてもよい。

こうした価格の動きと各社の売上高経常利益率の変動との聞には一定の相

闘が認められ，特に不足払い初期，安定指標価格を 7-12%も上回る価格を

実現し，売上高経常利益率を大きく押し上げてきた。しかし，最近，販売価

格の安定指標価格からの下落率が44-45年とほぼ同ーであるにもかかわら

ず，売上高経常利益率が極度に低下しているなど，必ずしも両者が相関しな

くなってきたという面は注目しておく必要がある oというのは，このことは，

乳業独占資本の収益構造の上で，不足払い制度の占める位置が決定的に低下

していることを示している，と考えられるからである。

次に， (2)売上原価率の問題に移ろう。売上原価率と売上高経常利益との聞

には，明らかに一定の相闘が認められる。しかし， 40年代中頃まで，両者の

聞には極めて強い相闘があったのに対し，以降，漸次それが希薄化してきて

おり，特に50年代に入って，売上原価率が雪印81%台から78%へ，明治84%

台から80%台へ，森永83%台から81%台へと傾向的に低下し， 43-45年頃

の水準とほぼ同ーとなってきたにも拘わらず，売上高経常利益率は大きく低

迷しているのである。

ところで， 50年代に入つての売上原価率の低下は，何故可能であったのだ

ろうか。売上原価率は売上高の高低，もしくは製品製造費用・商品仕入原価

の高低によって左右される。牛乳・乳製品部門だけを考えれば，その市況か

らして，価格の高騰は考えられない。とすれば，その他商品価格の騰貴か製

品製造費用・商品仕入原価の低下しかないわけであるが，資料の制約上，若

干の指摘だけに止めておきたい。その一つは，原価構成上における人件費割

合の50-55年度における低下，生産設備・工場への人員配置の大幅な減少な

ど，この間，人員削減， r合理化」が急進展し，それだけ製造費用を低下せ
しめているとみられることである(表3参照)。二つめは，原価率の低落と

仕入商品割合の急増とがほぼ符節していることと関わって，商品仕入価格の

切り下げが行なわれてきたとみられることである。この点，後ほど触れる子・

関連会社の増大と関連すること言うまでもない。

続いて， (3)一般販売・管理費率をみると，ほぼ売上原価率と対照的に上下

しているが，この間，特に40年代後半以降，その費用構成は大きく変化して

きている。 40年代中頃までの販売・管理費率の上昇は，主として宣伝・広告
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表3 原価構成，一般販売・管理貨などの推移 (単位:百万円)

、、a、d内

雪 ~p 明 治 森 永

昭40年度 50 55 40 50 55 40 50 55 

原価構成

原材料費 59，609(85.0) 222，476(84.0) 243，2焔7(82.0)34.606(80.2) 107，673 (74.3) 144.325(75.4) 34，574 (81. 5) 85，059(72.8) 99.781 (70. 2) 

労務費 5.640( 8.0) 25電082(9.5) 28，0l1( 9.4) 3.390( 7.9) 12，433( 8.6) 15，482 ( 8.1) 3，067( 7.2) 1O，132( 8.7) 1l.269( 7.9) 

経費 4，841( 7.0) 17，231( 6.5) 25，311 ( 8.5) 5，138 (11.9) 24，733(17.1) 31.532 (16.5) 4，762(11.2) 21. 713(18.6) 31，054(21.9) 

広告・宣伝・拡売賛 3，619 15，515 27，317 3，583 11，166 22，261 6.273 14，002 25，612 

般阪管費 人件費 1. 795 11.612 19，256 794 7，209 11，219 1，057 7，354 10，129 

退職給与引当金 2泊3 1，076 1，194 28 409 699 100 706 823 

従業
生産設備・工場 8.528 7.344 5.561 5，846 4，112 3.481 3，486 2，883 2，369 

配員 本社・営業所 2，239 3，246 4，162 1.∞2 2，182 2，414 1，046 2，173 2，321 
置

A業外昌三4
営業外収益 415 2，371 5.007 514 1，291 2.173 658 2，199 2，808 

うち受取利息 291 1.民8 2.253 260 736 754 209 1，270 1.447 

損益
営業外費用 1. 798 4，816 5，811 1，043 2.800 3.134 870 4.102 4，409 

うち支払利息 1.626 3，847 4，792 923 2.444 2，800 725 3，490 3.ω1 

L一 」 一一一 」

i主) ① 各社『有価証券報告書総覧jより作成。

② 従業員配置欄の単位は人である。
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費，拡売費などに負うものであった。ところが以降，人件費割合が急増して

いるのである。参考までに，一般管理・販売費中の人件費を47年と55年であ

げておけば，雪印61億円→193億円，明治38億円→112億円，森永41億円→

101億円の知くである。こうした人件費割合の急増は，その労働力配置から

も基礎づけられる。本社，嘗業所などに属する従業員割合は，特に40年代後

半以降傾向的に増大し， 55年には雪印で42.8%，明治で40.9%，森永で49.5%

にも及んでいる 21)。そして，これはちょうど仕入商品割合の急増と符節し

ているのである。又， 50年代に入って，広告宣伝費等が，競争条件の変化，

その激化を反映して，雪印4.5%→6.5%(売上高に占める割合)，明治5.1% 

→7.4%，森永7.2%→9.7%へと再び上昇している点，付け加えておく。

最後に， (4)営業外損益について触れよう。これの売上高に占める割合は営

業外収益で 2%以下，同費用で 3%以下であり，これまでの費用に比べすこ

ぶる少ないこと，言うまでもない。営業外費用は40年代末より支払利息の増

を反映して急増しているが，反面，営業外収益もほぼ同じく受取利息等の増

大の結果，急増しており，その聞差は50-55年でみる限り縮小傾向にある。

これが売上高経常利益率を押し下げたとはみられず，むしろ受取利息の急増，

その開差の縮小は，売上高経常利益率の上昇に寄与するものとなっている，

と言えよう。

以上，総じて言えば，乳業独占資本の収益構造，収益基盤は不足払い初期

の牛乳・乳製品立脚型から，漸次離脱が進展してきているとともに，一面で

商業資本的性格を一段と強めつつあるのである。

3.資本の機能・調達形態の変化

続いて，資本の機能・調達形態上での特徴を検討しよう(表4参照)。

まず，機能形態から入る。昭和37年 3月から57年3月までの20年間に，総

資本=総資産は，雪印で6.58倍，明治で6.99倍，森永で6.58倍に各々伸長

してきている。総資本の伸びは各社とも， 40年代で特に著しく，反対に50年

代に入って極度に低下しており，不足払い下の40年代，顕著な蓄積の進んだ

21)この点は，この間進んだ工場の再編.r合理化」とち関連する。雪印の工場数は40年
代初頭の200余から55年には54に減じ，明治のそれも46年度末の49をピークに33に減

じている。
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表-4 資本の機能・調達形態
(単位:百万円)

、4
町、』

雪 oP 日月 I自 森 永

昭37年3月 41. 3 51. 3 57. 3 37. 3 41. 3 51. 3 57. 37. 3 41. 3 51. 3 57. 3 

I資産 28，578(1∞) 43.998(1∞) l活，倒2(1ω) 185，828(1剖)) 17.698(1仰) 29.641(1仰) 鴎.240(1叫)) 123.お3(1ω) 19.15H 1ω) 35.912(1ω) 93.ω6(1∞) 117，4市(1ω)

流動資産 17，157(ω.曲 23.392 (53. 21 81.花8(59.21 96.933 (52. 21 9.387(53.0) 15，必3(52.21日.152(ω.21 72. 736 (58. 81 11.862(61.91 20，650(57.日 52.抑制56.21 67，7倒(57.61

当座資産 11. 749 (4!.l1 16.938(38.51 54，250(39.31 65.244(35.11 6.563(37.11 11.957 (40.31 37.456 (42. 41 却.516(40.81 8，665 (45. 21 15.位6(44.1137.771(40.61 52. Oll (44. 31 

手形・売掛金 7.下閃(27.01 11.108(25. 21 35，915(26.01 43.531 (23. 4) 4，218 (23. 8) 7. 255 (24. 5) 25. 575 (29. 0) 38.349 (31. 01 5，246 (27. 4) 9，軍国(27.6124.765(26.61 35，137 (29. 9) 

棚卸資産 5，408 (18. 9) ι454114.7) 27.478119.9) 31.689(17.1) 2.824116.0) 3，506(11助 15.698117.回 22.220118ω 3.197116.7) 4.位以13.4) 15.225 (16. 4) 15.693 (13. 4) 

製 品3.624112.71 3. 752 ( 8.5) 17.168112.4) 19.450(10.5) 1.843 (10. 4) 2.218( 7.51 11.141(12.6) 16.187(13. j) 2.312112.11 3，512( 9.81 9.997(10.7) 10.強制 9.01

固定資産 11，134(39.曲 20.部品(46.3156，324(40.酌 88.駒5(47.剖 自，311(47. 01 14.111(47θ 35.035(39. 7) 5仏997(41.2) 1.243(37.時 15，百)8(42.3)40，069(43.0) 49，751 (42.31 

有形固定資産 9.7.叫(33.9) 17.803(40.5) 43. 038 (31. 21 71.嗣9(38.6) 7.193 (40. 61 11.978(40.4) お.212(28.6) お.963(29.11 5.622(29巴4) 12.925(36.0) 27.379(29.4) 32.040 (27. 3) 

投 資1.234( 4.31 2.34t< 5泊 12.991 (宮古 16.S宮.3(自由 1.位以 5.91 1.987( 6.71 9.130(11.01 14，691(l1剖 1，430( 7.51 2， 175( 6.11 12.575(13.51 17.656(15.0) 
E負債 23. 616(位，ω 35.総5(81.61112.国5(81.61 147.587(79.4) 13. 758 (17. 7) 21，714 (73. 3) 鎚，花2(η.9) 98.907(79.9) 16.012 (83. 6) 27.旬以77同 刀，花2(回 5) 101，296(86.21 

流動負債 18.396(64.41 22.214 (50. 5) 77.日3(56.21 89.867 (48.4) 11、617(65‘61 16.628(56. J) 54.204(61.41 74.280(60凶 13.部8(70.8120.828(58ω 57.418(61. 71 ω.341 (68. 41 

短期借入金 6. 843 (23. 91 6，289(14.31 15.428 (ll. 21 12.日5(6.71 4.165 (23. 51 4.360(14.71 9.鉛0(1l.21 11. 280 (宮 11 3.8:坦(20.0) 5.241114日 2仏586(22. 11 24.2∞(20.61 

固定負債 5.220118.3) 12.779(29.同 34.016 (24. 61 57.3“(30.91 2.∞0111.31 4.78711ι11 14.1ω(1ι01 24.387119.71 2.233 (11. 7) 5. 845{l6. 31 19，916 (21. 41 20， 793 (17. 71 

長期借入金 2，出3(i弘前 ιω2114，J) 6.441( 4.71 5. 177 ( 4.01 1.698( 9.61 4，219(14.21 6.088( 6.91 4，199( 3.41 1. 962(10. 21 4.787(13.31 8，417( 9日 5.駒6(5.ω 

社 f責1.016(3.61 1. 795 ( 4.11 936( 0司 7.010( 3.副 3， 129( 3.51 9，516(7.71 2ω( 0.61 4.ω4( 4.41 4.71侃(4.11 

長期あずかり金 お5(1.31 1，370( 3.1) 6.124 ( 4.4) 12.449 ( 6. 7) 

退職給与引当金 959( 3.41 2，81O(ι41 19.22J(J3剖 辺，21407.31 303( 1.71 日8(1.91 4.883( 5.5) 10. 671 ( 8酎 272{ 1.4) ね5(2.01 7.315( 7.91 10. 131 ( 8. 6) 

特定引当金 892( 2.01 936( 0.71 お4(0.31 140( 0.81 300( 1.01 477( 0.51 240( 0.21 210( 1.11 981 ( 2.71 388( 0.41 162( 0.11 

皿資本 4.963(17叫 8.¥12 08.4 25.467118.41 38，241 (20. 51 3.目。(22.31 7.926(2，ιη 19.458 (22.11 24，825 (20.11 3.13906.41 也259(23.0) 15.374(16.日) 16，182(13.酎

資 本 金 3.草川11日 5.∞0(11.41 10.町地(7白 12.&泊(6肋 2.匝)()(¥I.3) 4，650(15.71 8，1帥(弘司 9.78B( 7目 1.5ω( 7助 4.000 (1l.1 6.∞O( 6.41 6.ぽ抽(5.1) 

賓本準備金 311 ( 1.11 832( 1.91 2. 482 ( 1.81 4.892( 2.6) 299( 1. 7) 話。(1由 2，824( 3.21 3.926( 3.21 217( 1.11 718( 2.回 738( 0.81 お8(0.61 

利益準備金 105( 0叫 加6(0.61 1.ω8( 0.81 1，902( 1.0) 五回(1.71 泊。(1. 7 1.454i ¥.品 2，126( 1.7) 168( 0.91 お.2(1.0 能4(0引 1.124( 1.01 

剰 余 金1.247(4.41 1. 995 ( 4.51 ll. 887 ( 8.61 18.内6110.11 1.341( 7.61 2，216( 7.日 7，076( 8叫 8.鵠6(7.31 1. 524 ( 6.51 3. 189 ( 8叫 7.752( 8.31 8，320(7.11 

蓄積申l 潤 2‘622( 9.3) 8.301(18剖 42.767(31.回 61. 836 (泊 31 2.認3(13.51 4，667(15.71 18.日9(21.帥 28，448 (お‘。) 2宅39[(12.5) 6、回5(19.0)20.350 (2¥. 91 22.倍以18.日

蓄積利潤+資本金 5，922(21. 01 13，301(30剖 52. 767 (弘前 74.486 (40.11 4. 383 (24. 81 9，317 (31. 41 26.663(30.21 38.236(30回 3.阻1(20.31 10.835(30.21 2ιぉ0(28.31 28.053(23.91 

負債 諸引当金 22.お6(79.0130，697(ω.81 お.275(61.81 lll. 342 (59. 9) 13，315(75.21 20，沼4(68.曲 61.577 (69.81 邸，497(69.!J 15.260 (79. 71 25，077 (69.81 “，746(71.71 89，425 (76.11 

注)① 各社『有価証券報告書総覧jより作成。

② I資産項で流動資産，固定資産の合計が資産に一致しない場合もあるが，繰延資産があるためである。
③蓄積干11潤=負債中の諸引当金+(資本一資本金)である。
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ことを示している22)。

これを機能形態別=流動・固定資産別でみると，極度に大きな変動はみら

れないが，概して雪印は流動資産割合を減じてきているのに対し，明治はそ

れを増大させ，森永はほぼ平衡を保った形となっている。不足払い施行後，

機能形態の変化で共通する特徴の第ーは有形固定資産割合が減じていること

である。 41年 3月から57年 3月にかけ，雪印では40.5%から38.6%23)へ，

明治では40.4%から29.1%へ，森永では36.0%から27.3%へ各々，減少し

ている。特に明治，森永での減少度合が大きい点は注目される。このことは，

総資本中で機械・装置などの生産設備の占める割合が大きく減じてきている

ことを示している。第二は投資割合の増大，特に40年代後半以降での増大で

ある。57年 3月時点で，総資本の雪印で8.9%.明治で11.9%.森永では15% 24) 

が投資に向けられるのである。これらの投資の増は，一つに関連会社の設立

や有価証券投資，二つに不動産への投資，三つに関連会社や従業員に対する

貸付の増大によるものである。参考までに. 57年 3月現在での各社の有価証

券投資をあげておくと，雪印一関連会社61社88億円，投資有価証券43億円，

明治一71社32億円. 52億円，森永一63社34億円. 22億円となっている。こ

うした有価証券投資の増大と仕入商品率の増大が符節している点は，注目さ

れるところである。

次に，資本の調達構造=負債・資本別構成の変化に移ろう。各社とも，負債，

資本の双方が増大していること言うまでもないが，その構成では，雪印が傾

向的に負債割合を減少させているのに対し，明治，森永では不足払い制度施

行以降，負債割合を傾向的に増大させている。この限りでは，雪印は自己資

本依存を強め，明治，森永は他人資本依存を強めたと言える。表面的には以

上のようであるが，この間，負債，資本の内容は大きく変化してきている。

まず，負債からみていくと，変化の第ーは不足払い期を通じて，長・短期

22)参考までに数値をあげておくと， 41年3月から48月3月にかけての総資本年伸長率は

雪印15.4%.明治15.7%.森永14.0%.50年3月から57年3月のそれは，雪印5.4%.

明治6.8%.森永4.0%となっている。

23)雪印は51年3月→57年3月にかけて，有形固定資産割合を31.2%から38.6%に増大さ

せているが，これは土地の増 (71.9億円→173.5億円)が大きいためである。

24)森永の投資中に粉乳中毒救済基金30億円が含まれているが，それを除いても.57年3

月時点での投資割合は12.5%にのぼる。
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の借入金割合が大幅に減じていることである。長・短期借入金割合は41年3

月から 57年 3月の聞に，雪印で28.4%から 10.7%へ，明治で28.9%から

12.5%へと大幅に減じている。又，森永でも短期借入金割合が上昇している

にも拘わらず，長期借入金割合の減少がそれ以上で，結果として借入金割合

は27.9%から25.6%へと減少している。第二の変化は，借入金に代わって

社債や長期あずかり金形態での他人資本の導入が急増していることである。

これらの形態の他人資本に対する利息は，せいぜい預金利子率水準で充分な

わけで，支払利息の相対的減少，営業外費用の相対的減少に結びついている

こと，疑いなかろう。そして第三は，退職給与引当金が急増していることで

ある。 57年 3月時点でその割合は，雪印17.3%，明治，森永8.6%と各々 ，

長期借入金，社債・長期あずかり金割合を大幅に凌ぐものとなっている。

続いて，資本をみると，この間各社とも増資を行なってきてはいるものの，

総資本に占める資本金の割合は，不足払い制度施行以降顕著に低下し，今で

は10%を大きく割るに至っている。このことが，一株当りの支配資本額の急

増をもたらしていること，言をまたない。

ところで，負債に計上されている退職給与引当金等の諸引当金並びに，資

本に計上されている資本・利益準備金，剰余金の源泉は，手111閏からの控除，

その蓄積にある。これらを蓄積利潤として計算してみると，雪印，明治では

実額，総資本に対する割合とも顕著に，森永では割合こそ50年代で若干低下

しているものの，実額では大きく伸長している。そして， 57年3月時点で，

雪印では33.3%が，明治では23.0%が，また森永でも18.8%がこうした蓄

積利潤によっているのである。

以上，乳業独占資本の資本の機能，調達形態の特徴について検討してきた

が，機能形態では有形固定資産，特に生産設備割合の低下と投資割合の増大，

調達形態では蓄積利潤の機能資本化の急展開が注目されるのである。わけで

も，前者は乳業独占資本の性格変化を示すものと考えられるのである。

おわりに

本稿の課題は，乳業独占資本の再生産=蓄積構造の特徴を解明するという

ことにあった。上来検討してきたように，乳業独占資本は不足払い制度下，

その蓄積基盤を移行させ，その性格を大きく変じてきた。その第一は，園内
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原料基盤からの離脱と輸入原料依存の強化である。この方向は，まさに不足

払い制度が本来的に狙いとしたものであり，乳業独占資本はそれに沿いつつ

運動してきたわけである。第二は，商事部門の肥大化に端的に表現されてい

るように，と商業資本主的性格の強化であり，第三は，有形閤定資産割合の減，

投資割合の増，労働力配置における変化等にみられるように ξ産業資本ミ的

性格の弱化である。

こうした方向は，昭和40年代前半の不足払い制度による高利潤獲得を前提

的基盤としつつ，その後の競争条件の変化の中で， 40年代中葉以降，徐々に

進行し， 40年代末葉以降決定的に進展した。官頭触れた，乳業独占資本の不

足払い制度に対する攻撃も，ただ単に「過剰」を背景としたものではなく，

こうした資本性格の変化との関連で理解されなければならない。

確かに，末だ乳業独占資本の市場占有率の高いことは事実である。しかし，

国内原料基盤に立脚した「民族産業としての乳業J25)の発展を展望する時，

乳業独占資本の方向が，急速にそれから離反してきていることは覆いようが

ない。こうしたこととの関連の中で，農協系乳業，中小乳業などの位置付け

はより積極的に見直されなければならないのではないか，と考えられる。そ

して，それらが真に「民族産業」として発展していける条件は向か，をその

存立条件・基盤の中で検討すること，これが次の課題となる。

25)桜井豊 180年代酪農の課題と展望J(酪農事情社編集部編 r80年代の日本酪農J)参照。
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